
施工パッケージ型積算基準（令和８年度４月適用分） 代表機労材規格一覧対応 

【経済調査会刊行物情報(令和７年 4 月)のご利用にあたって】 

本文に掲載する価格情報は、「施工パッケージ型積算基準（港湾工事 令和 8年 4月適用分）」（国土交通省国土技術政策総合研究所 HP掲載）の代表機労材規格一覧

に対応する機械賃料と材料価格および市場単価を、月刊「積算資料 令和 7年 4月号」、月刊「積算資料 別冊 令和 7年 4月号」、「積算資料電子版 令和 7年 4月号」、

季刊「土木施工単価 令和 7年春号」の東京価格（東京 17区）から抽出したものです。なお、空港工事については、現在公表待ちです。ご了承ください。 

 ご利用にあたっては以下の内容にご留意ください。 

○「施工パッケージ型積算基準」の代表機労材規格と、月刊「積算資料」の名称・規格が合致しない場合は、想定されるものの価格を抽出しています。 

○「施工パッケージ型積算基準」の代表機労材単位と、月刊「積算資料」の単位が合致しない場合は、補正後の価格を記載し、補正式を換算情報に記載しています。 

○機械賃料は、賃貸期間が１ケ月以上にわたる場合の長期割引後の価格を記載しています。 

○実際の積算にあたっては、物価資料の平均値等が用いられております。 

 

【価格情報の著作権および利用許諾について】 

価格情報に記載されている価格のうち、当会が発行する月刊「積算資料」、季刊「土木施工単価」等の刊行物及び「積算資料 別冊」、「積算資料電子版」等の電子商

品から抽出しているもの（以下「掲載価格」）は、当会が独自に企画･調査･研究･編集したものであり、当会が著作権を保有しております。 

 また、この「掲載価格」をもとに作成した「価格データ（ファイル）」についても同様に当会が著作権を保有しております。 
 このため「掲載価格」及び「価格データ（ファイル）」のご利用にあたって、下記の事項に該当する場合は、あらかじめ当会の許諾が必要であり、その範囲内におい

て利用ができます。 
 
１．「掲載価格」及び「価格データ（ファイル）」の全部又は一部を複製、転載、翻案、翻訳する場合。 
２．「掲載価格」及び「価格データ（ファイル）」の全部又は一部、あるいはその価格を用いて加工したものを紙媒体、電子媒体、ネットワ－ク、インタ－ネット等を利

用して販売、譲渡、貸与、配布、公表・公開する場合。 
３．「掲載価格」及び「価格データ（ファイル）」の全部又は一部、あるいはその価格を用いて加工したものを紙媒体、電子媒体、ネットワ－ク、インタ－ネット等の手

段により複数のコンピュータで共同利用できるようにする場合。 

【免責事項】 

 本価格情報のご利用によって生じたお客様または第三者の損害については、当会としてはその理由のいかんに係わらず、一切の責任を負わないものとします。 




